
大河原町不妊検査費助成事業実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、不妊を心配する夫婦の両方が不妊検査を受けた場合に、予算の範

囲内でその費用の一部を助成することにより、早期に適切な治療を開始することを促

し、子どもを生み育てやすい環境をつくることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、「検査」とは、医師が不妊症の診断のために必要と認める

検査をいう。 

２ この要綱において、「検査開始日」とは、夫又は妻の検査開始日のいずれか早い日

をいう。 

 （助成対象者） 

第３条 助成の対象者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

 (1) 申請日において、法律上の婚姻をしている夫婦又は法律上の婚姻手続を行わず 

夫婦と同等の関係を持っている者であること。 

 (2) 検査開始日における妻の年齢が43歳未満であること。 

 (3) 夫婦両方が検査を受けていること。 

 (4) 申請日において、夫又は妻のいずれか一方若しくは両方が町内に住所を有する

こと。 

 (5) 申請する検査費用について、他の自治体で助成を受けていないこと。 

 （助成対象とする検査内容及び範囲） 

第４条 本事業の対象となる検査は、令和６年４月１日以降に夫婦が受けた検査で、検

査開始日から原則として１年以内に受けた検査とする。また、夫婦が別の医療機関

において検査を受けた場合も含むものとする。 

 （助成額及び助成回数） 

第５条 助成する額は、検査に係る費用として医療機関に支払った額とし、５万円を上

限とする。 

２ 助成回数は、１組の夫婦につき１回限りとする。 

 （助成の申請） 

第６条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、原則として、検査開

始日から１年を経過した日又は検査終了日のいずれか早い日が属する年度内に申請

するものとする。ただし、申請者が必要な書類の準備に時間を要するなど特別な理

由により年度内に申請することができなかった場合は、翌年度の４月末日まで申請

をすることができるものとする。 

２ 申請者は、大河原町不妊検査費助成事業申請書（様式第１号）に次に掲げる関係書

類を添付し、町長に申請するものとする。 

 (1) 大河原町不妊検査費助成事業に係る受診等証明書（様式第２号） 



 (2) 夫婦が別の医療機関を受診した場合は、妻の受診等証明書と夫が受けた検査の

領収書（明細書を含む） 

 (3) その他町長が必要と認める書類 

 （助成の決定） 

第７条 町長は、第６条の規定による申請書を受理したときは、速やかに内容を審査し、

助成の可否を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により助成を行うことを決定したときは大河原町不妊検査費助

成事業承認決定通知書（様式第３号）により、助成しないことを決定したときは大

河原町不妊検査費助成事業不承認決定通知書（様式第４号）により申請者に通知す

るものとする。 

 （助成金の返還） 

第８条 町長は、本要綱に違反した場合又はその他不正な行為によって助成金を受けた

者については、助成の決定を取り消すとともに、助成金の全部又は一部を返還させ

ることができる。 

 （助成台帳の整備） 

第９条 町長は、助成の状況を明確にするために台帳を備え付け、助成の状況を整理す

るものとする。 

 （その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、事業実施に必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和８年３月１日から施行する。 


